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オープンバンキング時代の到来
オープンバンキングとは、⼀般的にAPI（Application Programming Interface、他のシステムの
機能やデータを安全に利⽤するための接続⽅式）などのシステムを連携させ、⾮⾦融企業やフィン
テック企業が銀⾏のデータにアクセスして、利⽤者にサービスを提供する仕組みをいいます。
欧州では、2007年にEU決済サービス指令を制定し、認可⼿続きを経たサービス提供業者が、電⼦
的⽅法による決済サービスの提供などをできるようにしました。
その後、サービス提供業者を免許制・登録制とし、銀⾏⼝座から⾃動チャージで⼊⾦を⾏ったり、
複数の銀⾏⼝座の情報を統合して提供するオンラインサービスを可能とするEU決済サービス指令2が
2018年に制定され、欧州ではオープンバンキングを義務化しました。
⽶国でも、⾦融当局がフィンテック企業の銀⾏業進出を後押しすべく、2018年から預⾦を除く融資
や決済サービスなどが⾏なえる免許申請を受け付けるなど、フィンテック企業が参⼊しやすい整備が
進められています。

⽇本でも利⽤者保護を確保しつつ、⾦融機関とフィンテック事業とのオープン・イノベーション
（連携・協働による⾰新）の促進を⽬的に、2018年6⽉に「銀⾏法の⼀部を改正する法律」が施⾏さ
れ、2020年5⽉末までに銀⾏等はオープンAPIなどの体制整備に努めることとされました。
すでに、国内銀⾏135⾏中、政府の当初⽬標80⾏を上回る130⾏がオープンAPI対応（2019年6⽉
現在、⾦融庁）を表明しており、その取り組みは順調に進んでいるようです。
オープンAPIの利⽤が可能になると、たとえば家計簿アプリ利⽤時に必要となるインターネットバ
ンキングのパスワードなどの⼊⼒が不要となり、安⼼してタイムリーなサービスが提供されるのです。

オープンバンキングで⼀歩先を進む欧州。今回は、オープンバンキングとは何か、そして⽇本の取り
組み状況についてご紹介します。
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